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研究成果の概要（和文）：本研究では、ＥＵ（特にイギリスとフランスとオランダ）に 1990 年

以降に移住した中国系新移民を対象に、文化人類学的な現地調査を行ない、中国系新移民の子

どもの学校不適応の実態とその要因を多角的視点から明らかにした。３国の比較から、親の不

法滞在や経済状況が中国系の学校不適応の要因であり、親の職業や居住形態によって形成され

る中国系コミュニティの特徴が、学校での問題の顕在化と教育実践に違いを生み出しているこ

とを明らかにした。 

 
研究成果の概要（英文）：This study clarified what kinds of problems new Chinese immigrants 
in the EU(particularly the U.K., France and the Netherlands)have faced at schools and 
identify the reason of school failure based on the field work. Comparing them among three 
countries, this study pointed out that the main reason of school failure was Chinese 
parents’ illegal status and economic situation, and the characteristics of the Chinese 
communities formed by parents’ jobs and residential situation have made differences in 
the surfacing problems and educational practices for them at schools.   
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１．研究開始当初の背景 
（1）1978 年改革開放政策以降、世界的なグ
ローバリゼーションと称される人・物・情報
の地球規模での流動化の中で、中国からの新
移民の世界各地への流出は増加しつづけ、各
地の既存の中国系コミュニティに大きな影
響を与えている。加盟国が 27 カ国となり拡
大し続ける EU（欧州連合）各国へも中国系新
移民の流入は近年急増し、ＥＵの最重要課題

の一つである移民・難民問題に新たな局面を
生み出している。その中でも、各国の正規の
学校へ流入した中国系新移民の学校不適応
をめぐる問題は、各国にとって喫緊の課題と
なっている。 
 

（2）従来、EU における移民の教育問題にお

いては、イスラム系第二世代の学校不適応が

機関番号：32663 

研究種目：基盤研究（C） 

研究期間：2008～2011 

課題番号：20530785 

研究課題名（和文） ＥＵにおける中国系新移民の学校不適応に関する教育人類学的研究 

                     

研究課題名（英文） An Educational Anthropological Study on School Failure of Chinese 

New Immigrants in the EU  

研究代表者  

山本 須美子（YAMAMOTO SUMIKO） 

東洋大学・社会学部・教授 

 研究者番号：50240099 

 

 



 

 

注目され、中国系第二世代は学校でよい成績

を上げ適応し、問題のない集団として捉えら

れ研究対象としほとんど注目されてこなか

った。しかし、近年流入した中国系新移民の

子どもは、中国系第二世代とは対照的に、学

校不適応によって様々な問題を学校現場に

突きつけている。 

 
２．研究の目的 
（1）本研究では、EU（特にイギリスとフラ
ンスとオランダ）に 1990 年以降に移住した
中国系新移民を対象に、文化人類学的な現地
調査を実施し、中国系新移民の子どもの学校
不適応の実態とその要因を多角的視点から
明らかにする。 
 
（2）本研究で対象とする EU における中国系
移民の主要な受入れ国であるイギリス（中国
系人口は約 25 万人）とフランス（同約 18 万
人）とオランダ（同約 6万人）の 3 国は、異
文化の共存という課題に対して各国それぞ
れの言説を形成している。イギリスとオラン
ダは移民のエスニシティを尊重する多文化
主義が主流の言説を構成しているのに対し
て、フランスは移民のエスニシティを「私的
空間」のものとし「公的空間」で市民として
結びつくという共和国の理念に基づいてい
る。本研究では、異文化の共存という課題に
対して EU 内で同種の言説と異なった言説を
それぞれ構成している 3 国の正規の学校が、
同じ民族的背景をもつ中国系新移民の流入
に対してどのような取り組みをしているの
かを比較検討する。各国の学校における中国
系新移民流入に対する取り組みに、異文化の
共存の対する言説やそれに基づく移民教育
政策がどのような影響を与えているのかを
明らかにする。 
 
（3）上記 3 国における中国系コミュニティ
の歴史的変遷と特徴を明らかにし、3 国にお
ける中国系移民への移民政策を比較する。さ
らに、中国系新移民の流入が既存の中国系コ
ミュニティに与えた影響を、中国系アソシエ
ーションの変化を捉えることを通して明ら
かにする。そして、このような新移民流入に
よる中国系コミュニティの変化や特徴が、新
移民の子どもの教育問題にどのような影響
を与えているのかを検討する。 
 
３．研究の方法 
（1）EU における中国系新移民の学校不適応
の実態とその要因を解明する際、イギリスの
ロンドンとフランスのパリとオランダのア
ムステルダムとユトレヒトにおける文化人
類学的な現地調査に基づいて、中国系コミュ
ニティの特徴と新移民流入による変化、親の
政治的地位や社会階層、中国系アソシエーシ

ョンの活動等、子ども達を取り巻く状況を包
括的視点から捉える。 
 
（2）3 国の正規の学校において中国系新移民
の子どもに対してどのような教育実践がさ
れているのかを、学校関係者や中国系コミュ
ニティ職員へのインタビューから明らかに
する。 
 
（3）中国系新移民の子どもがどのような問
題に直面しているのかを、親や当事者へのイ
ンタビューから明らかにする。 
 
４．研究成果 
 
(1) イギリスの中国系新移民の主流は、中国 
東北部出身者と中国福建省出身者である。新
移民が流入することによって中国系コミュ
ニティは多様化したが、福建語や北京語話者
が主流の新移民は、広東語話者が主流の旧ア
ソシエーションに入らず新しいアソシエー
ションも立ちあげなかった。新移民の流入す
る前から社会的ネットワークはアソシエー
ションを基盤とする強固なものではなかっ
たのであり、1980 年代から設立されて中国系
移民の生活に最も入り込んでいるチャイニ
ーズ・コミュニティ・センターへの新移民の
参入は尐なく、また新移民によるアソシエー
ションも活性化していない。それゆえ、結果
として新移民の流入によってアソシエーシ
ョンの在り方に大きな変化はみられなかっ
た。つまり、既存の中国系コミュニティにと
って、新移民は飲食業の底辺を担う労働力以
外の意味は持たず、その外側に位置づけられ
た存在であった。 
 
(2)フランスの中国系新移民の主流は、中国
浙江省出身者（主に温州と青田）と中国東北
部出身者である。フランスの中国系コミュニ
ティへの新移民の流入は、既存のアソシエー
ションには影響を及ぼさなかったが、新しい
集住地区を作り出しそこに新しいアソシエ
ーションを設立したが、新旧のアソシエーシ
ョンには交流がなかった。これは、新移民は
たとえ同じ温州出身者であっても新旧の移
民に交流はなく、これまでの中国系コミュニ
ティに吸収されたのではなく、別の新たなコ
ミュニティを作り出したことを示していた。 
 
(3)オランダの中国系新移民の主流は、中国
浙江省出身者（主に温州と青田）と中国東北
部出身者である。新移民によって新しいアソ
シエーションが多数設立された一方、浙江省
出身者による旧アソシエーションに新しく
流入した浙江省出身者が加わり発展したア
ソシエーションもあった。新旧移民の出身地
や使用言語や職業、居住形態等の要因が複雑



 

 

に絡み合って、新移民の流入が 3国の既存の
中国系コミュニティにそれぞれ異なった変
化を及ぼしていることが明らかとなった。 
 
(4) オランダの中国系コミュニティは、浙江
省出身者が流入しているという点ではフラ
ンスの中国系コミュニティと共通している。
しかし、新移民流入後も職業は多様で集住し
ているという特徴を保持したフランスと違
って、新しく流入した浙江省出身者がコミュ
ニティの主流を占めていた香港出身者と同
じ飲食業に就き散住したことによって、新移
民流入後も香港出身者が主流のイギリスの
中国系コミュニティと共通する散住し飲食
業に集中しているという特徴を保持した。結
果として、新移民流入後の 3 国の中国系コミ
ュニティの特徴は変化しなかった。 
 
 (5) オランダとイギリスとフランスの移民
政策は、近年、EU 統合の影響もあり国家間の
差異が小さくなる傾向を示している。三国の
中国系移民も 1990 年代以降中国本土からの
多くが庇護申請者である新移民が急増し、そ
の流入の制限を強化する政策が取られてい
ることは共通している。しかし、1980 年代の
三国の中国系移民は移民政策における注目
点が異なっていた。オランダの中国系移民は
1980 年代のコミュニティの変化に対応して
助成を求める動きが、「エスニック・マイノ
リティ」承認をめぐって議論を起こしたのに
対して、イギリスの場合は返還前後の香港か
らの移民の受け入れが注目を集め、フランス
の場合は「難民」受入の問題として注目され
た。三国の中国系移民は共通して自助努力を
生き方の特徴として指摘されているが、イギ
リスの中国系移民は宗主国への移住であっ
たことが、フランスの中国系移民は難民とし
て受け入れられたことによって、オランダの
中国系移民とは注目点が異なっていた。 
 
(6)パリにおける中国系新移民集住地区の学
校では、初等教育レベルでも中等教育でも中
国系新移民の流入による問題が顕在化して
いた。筆者のフィールドワークに基づく、パ
リの小学校における中国系新移民の子ども
の抱える問題とそれに対する教育実践は以
下のようである。 

ニューカマーは通常小学校では入門学級
で 1 年間のフランス語の集中教育を受ける。
筆者がインタビューをした小学校の入門学
級の教師は、入門学級に中国系の子どもが多
いので固まってしまって中国語を話し、中国
系以外の子どもと仲良くなれないという問
題や、フランス語と中国語が全く異なってい
るのでフランス語習得の困難さを指摘した。
これは近年中国系新移民が特にパリのベル
ビル地区に集住したことによって、ベルビル 

地区にある入門学級に中国系の子どもが集
中してしまうことによる問題であった。また、
中国系生徒はフランス語能力に問題がある
ので、学校側としては、中国系の親を対象と
する「パポテック」というお話会を開催して
いた。ここでは、教育方法や生活習慣などの
背後にある文化的差異を中国人民族精神科
医を交えて中国系の親同士が話し合い、効果
を上げていた。 
 小学校は中国系新移民の子どもの問題に
取り組むのに、中国系アソシエーションとも
連携していた。中国系アソシエーションに中
国語通訳の派遣を依頼したり、中国系の子ど
もに問題があるとその問題に詳しい専門家
に解決の助けを求めたり、親に対する説明会
ではその専門家に文化的差異に起因する問
題について話してもらい、家庭と学校を繋ぐ
役割を果たしてもらうように依頼していた。 
 さらに、中国系アソシエーション職員によ
ると、中国系の子どもは「話さない」という
問題を抱えていると学校側には捉えられる
場合があり、ここには発言することを重視す
るフランスとそうではない中国という文化
的背景の違いが横たわり、歴史的に形成され
た個人観の違いも関連していると述べた。 
また、家族の移住形態が子どもにもたらす

心理的問題もあることが明らかになった。両
親が先に移民するので子どもは中国で祖父
母に育てられて、数年後にフランスに呼び寄
せられるので両親との距離感があることや、
不法滞在による不安定な生活よって、子ども
がフランスに居場所を見つけることができ
ない等の問題である。中国系新移民の子ども
の流入は、アジア系生徒が形成してきた従来
の「良い生徒」というイメージを塗り替えて
いた。 
 
(7) パリ中学校のフランス語集中学級や受
入学級では中国系新移民が多数を占め、フラ
ンス語能力不足や家族の移住形態のもたら
す特殊な家庭環境による自信喪失や勉学意
欲喪失、またそれに起因する欠席や退学の問
題が顕在化していることがわかった。パリに
は全生徒の 10％から 20％が中国系新移民の
子どもが占める中学校や高校も存在してい
た。親は温州出身の不法移民が多数派で、既
製服製造業に携わっている者が多い。親の店
を早く手伝うために被服科がある職業高校
に中国系生徒が集まり、途中で退学させられ
ている問題もあることがわかった。 
そして、そのための学校側の取り組みとし

て、親を積極的に学校に呼び寄せることと、
中国系アソシエーションとの連携を図って
いた。例えば、通訳の派遣、学校と連携した
中国系アソシエーションによるフランス語
の補習クラスの運営、中国系アソシエーショ
ンによる中国系新移民の情報を提供するた



 

 

めの教師向け研修開催等である。また筆者が
インタビューをした生徒指導主任専門員は、
中国系新移民の欠席問題解決に向けて中国
系アソシエーションの専門家に度々相談し
ていた。生徒指導主任専門員として中国系新
移民生徒の抱える問題を解決するためには、
家族の移住形態のもたらす中国系新移民生
徒の背後にある特殊な家庭環境に目を向け
理解せざるを得ないのであり、それを助ける
役割を果たしていたのが中国系アソシエー
ションであった。 

このような親やアソシエーションとの連
携という学校の取り組みは、中国系新移民特
有の問題を解決するためのものである。学業
失敗を移民の問題ではなく地域の問題とし
て捉える教育優先地区政策の基盤にあった
考え方には繋がらないことを指摘した。 
 
(8)イギリスにおけるニューカマーに対する
教育は、来たばかりで英語のわからない子ど
もに一週間に 2～3 回、期限を限定し取り出
しによって集中特訓を行った後は、通常授業
に「追加言語としての英語教員(English as 
an Additional Language：EAL と略)」がつい
て教える。学校によっては、取り出しによる
集中特訓を実施しないところもあり、マジョ
リティとの隔離期間を最小限にしようとし
ている。オランダの場合は、ニューカマーを
対象に入門クラスが設置されていて、ニュー
カマーの 8 割以上が 1～2 年間、オランダ語
を集中的に学習している。ニューカマーの隔
離期間を極力短くしようとしているイギリ
スと 30 年以上前から入門クラスで隔離教育
を実施してきたオランダは、制度上は異なっ
ている。しかし、英語を理解しない者を自集
団の一員とは認めないという意識が伝統的
に強いイギリスだけではなく、オランダ語へ
のこだわりが尐なく、異言語習得が社会経済
的に利益をもたらすと判断すれば、その言語
を習得するという方向性を持つオランダお
いても、近年は主流社会の言語学習が強調さ
れている。 
 オランダとイギリスの中国系新移民の子
どもの抱える問題を比較した場合、オランダ
語や英語能力不足が克服できないことによ
って自分の望む道が掴めないことが一番の
問題である点が共通している。さらに、両国
の中国系コミュニティが、飲食業に集中し全
国に散住するという同じ特徴を有し、新移民
流入後もこの特徴を保持したことによって、
特定の学校に中国系新移民の子どもが集中
することはなく学校では目立たない存在で
あるので、個々の事例として問題は把握でき
るが、学校において中国系という集団として
問題が顕在化してはいないことも共通して
いる。 
 

(9) 3 国の中国系新移民の子どもの抱える問
題と教育のあり方を比較すると、オランダと
イギリスの場合、主流社会の言語能力不足が
共通の問題であったが、学校では中国系とし
て特に問題が顕在化していなかった。フラン
スの場合は主流社会の言語能力不足に加え
て、中国系新移民の子どもの欠席や退学問題
が学校で顕在化していた。パリでは、オラン
ダやイギリスよりも数の上で圧倒的に多い
不法移民が集住していた。子どもの抱える問
題の背後には親が子供を中国に残して先に
移住するという家族の移住形態や、移住のた
めの借金や不法滞在という地位によって家
計が安定せず子どもを早く働かせたりする
という親の社会的経済的地位が関わってい
た。そして、フランスの学校では、親や中国
系アソシエーションと連携をして文化的特
質に配慮した教育が実践されていた。 
 フランスは学校教育において子どもを国
籍や出自によって区別することはないとう
いう、憲法に定める「単一不可分」の原則に
基づいていて、学校での問題を移民に特有の
ものではなく地域の問題としてとらえると
いう発想に基づき、教育優先地区政策をとっ
てきた。確かに、筆者が調査をした学校は親
の社会経済的カテゴリーを基準に特別地域
に入り、特別の財政援助を受けていた。しか
し、言説レベルでは移民の子どものもつ言語
的、文化的特質は尊重されていないが、実践
レベルでは学校が親や中国系アソシエーシ
ョンと連携して、中国系新移民特有の問題を
解決するために文化的特質に配慮した教育
を行っていることが筆者の調査から明らか
となった。ここに言説と学校現場での実践の
ギャプが指摘できる。 
言説レベルでは文化的異質性を排除して

きたフランスの学校において問題が顕在化
したゆえに中国系移民の文化的特質に配慮
していた教育が行われ、多文化主義に基づい
てきたイギリスとオランダの学校では問題
が顕在化していないので特別の取り組みは
されていなかった。現在ＥＵ各国における移
民統合に関する言説はシティズンシップを
基調とする共和主義的な社会統合に収斂し
ているといえるが、文化的特質に配慮した教
育実践の違いを生み出す要因としては「問題
の顕在化」の方が移民の社会統合に関わる言
説や政策よりも強く作用している。 
 
(10) 西欧諸国における中国系移民の教育に
関する先行研究の流れの中で、本研究は従来
ほとんど研究のされていないイギリスとフ
ランスとオランダの中国系新移民を対象と
した比較研究であった。特に不法移民の学校
不適応に関する研究は極めて尐ない。また従
来の研究のような量的調査ではなく、学校関
係者や中国系アソシエーション職員へのイ



 

 

ンタビューや筆者による授業観察に基づい
て、中国系の子どもが実際にどのような教育
を受けているのかを明らかにした。結論とし
て、中国系新移民に対する学校現場での教育
実践は、親の不法滞在や経済状況や職業、さ
らに居住形態によって形成される移民コミ
ュニティの特徴が、子どもの学校での問題の
顕在化に違いを生み出し、それが、各国の移
民統合に関わる言説や政策よりも子どもへ
の教育のあり方に違いを生み出しているこ
とが明らかになった。これは制度的違いに焦
点を当ててきたＥＵ内の移民教育に関する
国際比較研究では指摘されてこなかった知
見であり、それを明らかにした点に本研究の
意義があるといえる。 
 
(11) 日本においても中国系人口は今度さらに
増加することが予想される。それゆえ中国系
新移民の学校への受け入れをめぐる問題は、
日本においても今後益々重要性が増大する
課題となることは確実である。本研究におけ
るＥＵ各国の中国系新移民の学校への受け
入れの取り組みの比較考察は、我が国の学校
への中国系新移民の受け入れに対して、親の
社会経済的背景や居住形態によって形成さ
れる移民コミュニティの特徴を考慮するこ
とがいかに重要であるかを示したという点
において貢献できる。 
 
(12) 本研究では、中国系という同じ文化的背
景をもつ第二世代の学校適応に対して、新移
民の学校不適応を示した。これは、教育人類
学において 1960 年代から繰り広げられてき
た、マイノリティの学校適応・不適応を生み
出すのは「構造」か「文化」かをめぐる議論
に対して、中国系にアポリオリに備わった文
化的価値による説明を退け、マイノリティ側
の認識とそれを取り巻く中国系コミュニテ
ィやマジョリティ社会のあり方が複雑に結
びついて学校適応・不適応を生み出すメカニ
ズムの一端を実証したことによって理論的
貢献ができた。 
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